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（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成18年12月推計）及び厚生労働省社会保障審議会人口構造の変化に関する特別部会「出生等に対する希望を反映
した人口試算」をもとに、国土交通省国土計画局作成。

（注）総人口における「希望」とは、上記特別部会において公表された「出生等に対する希望を反映した人口試算」をいい、2040年（1990年生まれの女性が50歳になる年）までに結婚、
出産に関する希望が実現し、合計特殊出生率が1.75（生涯未婚率10％未満、夫婦完結出生児数2.0人以上）まで回復すると仮定して試算された人口である。なお、公表された数値は
2005年以降5年毎の数値であるため、その間の4年間については線形補間を行った。
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（百万人） （％）2020年
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労働力人口の見通し労働力人口の見通し

○ 厚生労働省の推計によれば、１５～２９歳の労働力人口は、今後１０年間で３００万人減少の可能性。
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出所：２００４年は「労働力調査」（総務省）、２０１５年・２０３０年は厚生労働省職業安定局の推計（２００５年７月）。
（いずれも、「人口減少下における雇用・労働政策の課題」雇用政策研究会２００５年７月（厚生労働省）から引用）

（注）「労働市場への参加が進まないケース」とは、性・年齢別の労働力率が２００４年と同じ水準で推移すると仮定したケース。
なお、「労働市場への参加が進むケース」では、２０１５年における１５～２９歳の労働力人口を１，１７０万人と推計している。 ２
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社会保障関係費の社会保障関係費の推移推移

出所：財務省資料より作成

○高齢化の進展に伴って、社会保障関係費が年々増大している。

○今後も急速に増加することが見込まれ、財政事情はますます厳しくなることが予想される。

社会保障関係費

社会保障関係費の
一般歳出に占める割合

３



公共事業関係費（国費ベース）の推移公共事業関係費（国費ベース）の推移

○ 『改革と展望』に従い削減し、平成18年度には平成２・３年度の水準以下になっている。
○ 当初予算は６年連続削減。平成18年度以降は平成10年度（補正後）の1/2を下回る。
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「改革と展望」の対象期間
景気対策のための大幅な追加が行われていた以前の水準

「進路と戦略（Ｈ１９．１）」において廃止

7.3（当初）

14.9
（補正後）

（年度）

7.2（当初）7.7（当初）

（兆円）

当初予算は

６年連続削減

8.5（補正後）

6.9（当初）

8.1（補正後） 7.8（補正後）

平成

公共投資基本計画
当初（Ｈ３～１２）：４３０兆円、最終（Ｈ７～１９）：６３０兆円

「改革と展望（Ｈ１４．１）」において廃止 ４



○ 我が国の一般政府総固定資本形成（一般政府Ｉｇ）の対GDP比は欧米諸国と同等の水準。
○ 我が国は脆弱な国土、厳しい自然条件により、防災関係投資が不可欠であること、欧米に比べ工事コストが割高になること
の特殊性を有しており、一般政府Ｉｇが押し上げられている。

社会資本整備に係る投資水準の国際比較社会資本整備に係る投資水準の国際比較

日本 ：平成2～16年は実績（2～15年はOECD National Account、16年は国民経済計算確報による）
平成17、18年は推計（内閣府資料及び政府経済見通しより推計（年度ベース））

主要先進国：平成2～16年（韓国は平成15年まで）は実績（OECD National Accountより）、平成17、18年はEU経済金融常任理事会推計 ３
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日本 ：平成4～17年は実績（4～16年はOECD National Account、17年は国民経済計算確報による）
平成18～19年は推計（内閣府資料及び政府経済見通しより推計（年度ベース））

欧米諸国：平成4～17年は実績（4～17年はOECD National Accountより） ５



0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

民間投資額（兆円）

政府投資額（兆円）

許可業者数（千業者）

就業者数（万人）

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

（兆円） （千業者、万人）

（年度）

建設投資のピーク
84.0兆円（４年度）

許可業者数のピーク
600千業者（11年度末）

政府投資のピーク
35.2兆円（７年度）

民間投資
35.2兆円

政府投資
17.2兆円

建設投資
52.3兆円

建設投資ピーク時比
▲46.9％

建設投資ピーク時比
▲1.2％

出所：国土交通省「建設投資見通し」・「許可業者数調べ」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成16年度まで実績、17年度・18年度は見込み、19年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均

○ 建設投資額：１９年度投資額（見通し）はピーク時（４年度）の約６割
○ 建設業者数：ほぼ横ばい（４年度末：約５３万業者→１８年度末：約５２万業者）
○ 建設業就業者数：１８年は４年から約１割減の559万人（全就業者の約１割占める）

559万人
（1８年平均）

建設投資ピーク時比
▲31.9％

524千業者
（1８年度末）

民間投資のピーク
55.7兆円（２年度） 就業者数のピーク

685万人（９年平均）

建設投資ピーク時比
▲37.7％

６



維持修繕工事の推移維持修繕工事の推移
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○ 新規の建設需要が停滞する中で、近年、リニューアル（維持修繕工事）市場が注目を集めている。建設マーケット
全体に占める割合を見ると、９０年代前半は１０％台半ばで推移していたが、９０年代後半以降は水準が高まり、

２００１年度以降は２０％台で推移している。

１．金額は元請完成工事高。
２．新設工事は構造物及び付属設備を新たに建設し、もしくは増改築、改良する工事をいい、災害を契約とする改良復旧工事及び除却・解体工事を含む。新設
工事と維持・修繕工事の双方を含む工事については、主たる内容により区分している。

３．維持・修繕工事は新設工事以外の工事をいい、既存の構造物及び付属設備の従前の機能を保つために行う経常的な補修工事、改装工事、移転工事、災害
復旧工事及び区間線設置等の工事（作業）を含む。

７出所：国土交通省「建設工事施工統計調査」



我が国建設業の海外受注実績我が国建設業の海外受注実績
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許可業者数・新規及び廃業等業者数の推移許可業者数・新規及び廃業等業者数の推移

4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度
許可業者数 530,665 543,033 551,661 557,175 564,849 568,548 586,045 600,980 585,959 571,388 552,210 558,857 562,661 542,264 524,273
新規業者数 35,706 35,331 31,882 30,812 33,223 31,224 26,050 24,280 24,949 23,875 23,481 21,254 18,220 20,085 20,004
廃業等業者数 27,491 22,963 23,254 25,298 25,549 27,525 8,553 9,345 39,970 38,446 42,659 14,607 14,416 40,482 37,995

年度間増減 8,215 12,368 8,628 5,514 7,674 3,699 17,497 14,935 -15,021 -14,571 -19,178 6,647 3,804 -20,397 -17,991
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※ 許可業者数については各年度末（３月末時点）の数、新規業者数、廃業等業者数については各年度の数を表す。

出所：国土交通省「建設業許可業者数調査の結果について－建設業許可業者の現況（平成19年3月末現在）－」 ９



中堅・地方大手等

全建加盟 ２万５千業者

毎日、１社程度倒産

中小・零細建設業者
（約30万社は年間完工高100万円未満）

日
建
連
加
盟
54
社
（
大
手
等
）

中
堅
・
中
小
52
万
社

建設業界の構造建設業界の構造

スーパー大手（１兆円超）５社

大手・準大手
（現在も再編の動き）

10年間で
63社→54社
従業員は40％減

10年間で３万１千業者
から約６千業者減

１０
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○ 建設業の倒産件数は依然として高水準で推移している。特に地方部において、全倒産件数に占める割合が高い。

１．建設業の倒産件数の推移

２．全倒産件数に占める建設業倒産件数の比率の推移

建設業倒産の全倒産に占める構成比は、依然として３割
弱で推移している。

出所：東京商工リサーチ資料より作成

地域別では、地方部において35～40％と高い水準であり、最近
では九州（40.5％）、四国（39.1％）、東北（37.8％）の順に高い。

大型倒産の減少により負債総額は減少しているが、
倒産件数は近年増加している。

出所：東京商工リサーチ資料より作成

地域の代表的な建設会社である建設業協会の会員
企業の倒産件数も、近年増加傾向にある。

出所：（社）全国建設業協会資料より作成

各都道府県建設業協会の会員企業の倒産件数推移
（件）

（年）

（％）

（年）

出所：東京商工リサーチ資料より作成

建設業者の倒産件数・負債総額の推移

全国の建設業倒産構成比の推移 地域別の建設業倒産構成比の推移

平成18年は、前
年比20.0％増

平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年
構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

北海道 38.19% 36.97% 37.61% 36.20% 33.96%
東北 37.37% 37.50% 37.46% 36.66% 37.83%
関東 26.53% 26.40% 24.56% 25.10% 24.25%
中部 30.63% 33.25% 28.70% 27.67% 29.79%
北陸 35.04% 33.89% 34.22% 33.94% 37.73%
近畿 29.52% 29.90% 27.92% 26.98% 25.60%
中国 39.37% 40.92% 34.33% 34.35% 34.39%
四国 32.95% 30.37% 31.15% 32.58% 39.13%
九州 41.89% 41.55% 38.73% 38.65% 40.57%

全国平均 31.30% 31.45% 29.25% 29.10% 29.10%

平成18年は、
件数ベース
で前年比
1.9％増と６
年ぶりに増
加
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建設業の利益率の推移建設業の利益率の推移

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

（％）

建設業（経常利益）

建設業（営業利益）

全産業（経常利益）

全産業（営業利益）

（年度）

3.4

3.2

1.7

1.5

平成３年度 平成４年度 平成１７年度 （対ピーク比)
（利益率のピーク） （建設投資のピーク）

○ 産業全体では利益率の改善が進む中、建設業は投資の減少等により、利益率が低迷している。

出所：財務省「法人企業統計」

営業利益率 4.0％ → 3.8％ → 1.5％ （▲2.5pt）

経常利益率 3.4％ → 3.2％ → 1.7％ （▲1.7pt）

建 設 業
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建設業の規模別売上高営業利益率の推移建設業の規模別売上高営業利益率の推移

○ 企業規模の小さい建設業者ほど、利益率は低迷している。
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3.0
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5.0
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H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17
（年度）

売
上
高
営
業
利
益
率

1千万円未満 1- 5千万円 5千万 - 1億円 1- 10億円 10億円以上 全体

（％）

（資本金規模）

出所：財務省「法人企業統計」 １３



○建設業の株価時価総額は、他産業と比べ低い水準にある。
○最近、他産業における株価は上昇傾向にあるのに対し、建設業は下降傾向。

建設企業の株価について建設企業の株価について

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

自
動
車

電
気
機
器 鉄
鋼

食
品

機
械

不
動
産 小
売

建
設
（ゼ

ネ
コン

）

時価総額

売上高

出所）各業界の株価時価総額上位５社の合計額を国土交通省において
集計。

ただし、建設業界はハウスメーカー、プラント系を除いており、鹿島、清
水、大林、大成、長谷工の５社。

株価時価総額は平成１９年３月３０日終値ベース、売上高はＨ１８年度
の連結ベース。

（単位：億円）

ＴＯＰＩＸ

不動産

建設

鉄鋼

機械

建設業及び主要業種の業種別株価指数の推移について建設業及び主要業種の業種別株価指数の推移について主要業界大手企業の株価時価総額と売上高について主要業界大手企業の株価時価総額と売上高について

出所）東京証券取引所ホームページから、国土交通省が作成。

業種別株価指数とは、東証一部上場銘柄の業種毎の株価

時価総額の推移を指数化したもの。

１４



国等・地方公共団体の官公需契約実績国等・地方公共団体の官公需契約実績

953.5 1000.1 1042.9

1187.6
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1046.3 998.5
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525.8 495.9 497.3
559.0 573.2 572.0 551.5 536.5

486.6
411.5 424.1

1386.1 1345.7
1252.5

412.9465.2

47.546.646.546.145.144.5
42.541.540.9

39.6
37.938.538.737.737.337.4

38.6

46.9
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元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

年度（平成）

金
額

（
百
億
円

）

0.0
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30.0
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50.0
官公需総額

中小向実績

実績比率
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68.7 70.1 68.4 68.9 68.7 69.4 71 72 73.7 71.8 73.6 75.5 74.6
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元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度１１年度１２年度１３年度１４年度１５年度１６年度１７年度

金
額

（
百
億
円

）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

官公需総額

中小向実績

実績比率

工事契約実績（Ｈ１８）
・中小企業者向け契約実績

１兆7,３１３億円
(官公需工事契約の50.6％)

工事契約実績（Ｈ１7）
・中小企業者向け契約実績

１兆7,591億円
(官公需工事契約の47.2％)２．地方公共団体の官公需（物件、工事、役務）契約実績

１．国等の官公需（物件、工事、役務）契約実績

○ 中小企業向け官公需契約実績比率は増加しているが、官公需総額は大幅に減少している。

（都道府県及び人口10万人以上の市及び特別区を対象）

実
績
比
率
（
％
）

実
績
比
率
（
％
）

（目標）

工事契約目標（Ｈ１９）
・中小企業者向け契約目標

１兆8,199億円
(官公需工事契約の50.5％)

１５
出所：中小企業庁資料より作成



地域の中小・中堅建設業の職員数の変化（１社当たり）地域の中小・中堅建設業の職員数の変化（１社当たり）

14.0 11.8

42.6
28.0
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0.0
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200.0
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○ 地域の中小・中堅建設業が多くを占める資本金階層１０００万円～１０億円の建設業者は、いずれの業種においても職

員数を大幅に減少させており、特に資本金階層５０００万円以上の「土木」及び５０００万～１億未満の「土木建築」の業者

の減少幅が大きい。

【資本金階層】

【資本金階層】 【資本金階層】

【資本金階層】

土木の職員数

建築の職員数 土木建築の職員数

全建設業の職員数

出所：（財）建設業情報管理センター「建設業の経営分析」より作成
注１．経営事項審査を受けた建設業者のうち、専業業者（兼業売上高が総売上高の20％以下）を対象としている（＝「全建設業」）。
注２．「全建設業」の中で総合工事業に分類されるもののうち、土木工事が完成工事高の８割以上を占めるものを「土木」、土木工事が２割未満のものを「建築」、
これ以外のものを「土木建築」としている。
（参考）会社数（平成17年度、資本金階層1000万円～10億円） 「全建設業」・・70,604社、「土木」・・28,476社、「建築」・・10,686社、「土木建築」・・5,519社

（人）

（人）

（人）

（人）

減少幅

1000万円～5000万円未満 ▲16.1%

5000万円～１億円未満 ▲30.5%

1億円～10億円未満 ▲23.0%

減少幅

1000万円～5000万円未満 ▲15.7%

5000万円～１億円未満 ▲34.3%

1億円～10億円未満 ▲34.2%

減少幅

1000万円～5000万円未満 ▲15.4%

5000万円～１億円未満 ▲19.8%

1億円～10億円未満 ▲10.9%

減少幅

1000万円～5000万円未満 ▲15.7%

5000万円～１億円未満 ▲31.0%

1億円～10億円未満 ▲13.5%
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18%

北海道 東　 北 関　 東 北　 陸 東　 海 近　 畿 中　 国 四　 国 九　 州 全　 国

県内総生産に対する 建設投資の規模

全就業者数に占める 建設業就業者数の割合

地域における建設業の役割地域における建設業の役割

・官から民への流れの中で、官の事業を民間に開放する
動きが加速。
・地方においても、公共施設の維持管理等これまで公共
が担ってきた事業のアウトソーシング拡大の動き。

公共施設の維持管理等をはじめ、地域行政の分野
における民間の役割が増大

＜農林水産業等の地域産業活性化ニーズへの対応＞

・耕作放棄地、管理が不適切な森林の増大等

新たな担い手による地域産業の活性化・
発展の必要性

＜基礎的生活サービスニーズへの対応＞

・公共交通や福祉等のニーズは、高齢化
の進む過疎地域において特に顕著

新たな担い手による交通・福祉等
の基礎的生活サービス提供の必
要性

○中小・中堅建設業は、地域の社会資本整備を通じて培った地域資源に関する知見・ノウハウを有するとともに、地域に根付いたコミュニティ産業として、地域ニーズへの
新たな担い手として大きな役割。

○建設業は、公共施設の施工を担ってきた主体として施設の構造等に明るく、効率的な公共施設の維持管理等の実施についても、その技術・ノウハウの活用に期待。

＜新しい地域行政ニーズへの対応＞

○ 建設業は、国内総生産・全産業就業者数の約１割を占める地域の基幹産業

○ 地方圏においては、県内総生産に対する建設投資の規模、全産業就業者数に占める建設業
就業者数の割合が都市部に比べて相対的に高い水準

出所：内閣府「県民経済計算」、国土交通省「建設投資見通し」
総務省「労働力調査」

県内総生産に対する建設投資の規模（平成１６年度）
全産業就業者数に占める建設業就業者数の割合（平成１８年）

地域経済・雇用を支える基幹産業

新たな地域のニーズへの対応

災害応急対策・復旧対策における中核的存在

○国、県等と各県建設業協議会等と防災協定の

締結

○建設業協会等における広域的な応援・協力
体制の構築

建設業は、

○専門的な技術者、技能者、建設等機材を保有
○社会資本整備を通して地域の実情を熟知

災害応急対策・復旧対策において、中核的な
存在として活動

○ 建設業は、住宅・社会資本整備の直接的な担い手であるとともに、地域において多様な役割を担っている。
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職業別建設業就業者数の推移職業別建設業就業者数の推移
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管理的職業、
事務従事者

専門的・技術
的職業従事者

建設作業者等

その他 24 25 26 26 25 24 24 24 24 23 21 20 19 19 17 16 15

販売従事者 22 22 24 26 27 29 29 31 31 32 34 33 32 34 35 34 32

管理的職業、事務従事者 118 127 127 128 127 128 131 133 131 128 126 125 116 114 113 107 107

専門的・技術的職業従事者 29 33 36 42 42 43 43 41 43 42 42 39 37 36 34 32 31

建設作業者等 395 399 408 420 433 438 442 455 434 432 432 415 414 401 385 381 375

H2年 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

（万人）
(％）

632
653657662

685
670663

655
640

619
604

588

（万人）

出所：総務省「労働力調査」(暦年平均）
(注）　建設作業者等：製造・制作・機械運転及び建設作業者
　　　　その他：保安職業、サービス職業従事者、農林漁業作業者、運輸・通信従業者、採掘作業者、労務作業者

559

618
604

584
568

○ 建設業就業者数は平成９年をピークとして以降減少しており、平成１８年ではピーク時比１２０万人以上減少している。
（１８％減）

１８



建設業就業者の年齢階層別構成比の推移建設業就業者の年齢階層別構成比の推移

出所：労働力調査（総務省）
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○ ５０歳以上の就業者の占める割合は依然大きく、２９歳以下の就業者の占める割合は小さくなっている。

　　　　　　        （単位　万人）

S50 S55 S60 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

50才以上 97 128 152 182 191 200 209 219 230 231 232 243 244 249 257 249 246 245 246 243 238
う ち

55以上 59 73 85 114 123 131 138 143 151 154 159 165 160 161 162 151 153 157 164 167 169

40～49才　 121 142 138 162 168 172 178 176 174 175 179 176 166 154 143 135 127 122 116 108 106

30～39才　 129 157 149 139 130 124 120 119 118 118 113 115 109 116 120 123 127 130 129 130 132

15～29才　 132 121 90 95 99 108 114 127 134 140 146 151 143 138 134 124 118 107 94 88 84
う ち

20未満 12 12 9 11 13 15 14 13 14 14 14 14 11 10 9 9 8 7 6 5 5

合計 479 548 530 578 588 604 619 640 655 663 670 685 662 657 653 632 618 604 584 568 559
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建設業における入職・離職状況建設業における入職・離職状況

１．新規学卒者の入職状況 ２．入職率と離職率

○ 平成８年以降、入職者数は低下。入職超過率も近年は、マイナス傾向である。
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資料：厚生労働省「雇用動向調査」

（注）　１）入（離）職率＝１～１２月の入（離）職者数/１月１日現在の常用労働者数×１００資料：総務省「労働力調査」、文部科学省「学校基本調査」
注）新規学卒者数には中学校を含まない。
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建設業入職者数（新規学卒者のみ）

建設業就業者数／全産業就業者数×１００

建設業入職者数／全産業入職者数×１００（新規学卒者のみ）
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地域別技能労働者の需給状況（原数値）地域別技能労働者の需給状況（原数値）

○ 地域別では、特に関東において、技能労働者が不足している状況。
○ 職種別では、鉄筋工（建築）が特に不足している状況。

型わく（土木） 型わく（建築） 左 官 とび工 鉄筋工（土木） 鉄筋工（建築） 電 工 配管工 ８職種計

北海道 7.4 -1.3 0.0 2.0 -1.7 1.9 0.0 0.0 0.8

東 北 -3.1 -1.3 -1.0 -1.3 1.0 -5.5 -0.9 -1.0 -1.7

関 東 1.2 6.1 -1.3 1.4 1.2 4.9 0.6 0.8 2.3

北 陸 -1.6 -0.6 -0.2 0.7 -3.3 5.2 0.3 2.4 0.7

中 部 -0.5 1.6 0.0 -7.5 1.7 0.6 0.0 0.0 0.0

近 畿 0.8 0.0 0.0 0.4 4.3 3.5 -0.3 0.0 0.4

中 国 0.0 3.4 -2.6 3.8 2.4 2.7 0.0 -1.0 0.9

四 国 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.1 1.5

九 州 0.0 0.0 -4.8 -1.4 0.0 0.0 -0.1 -0.5 -0.7

沖 縄 0.0 1.1 1.6 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 0.4

全国計 0.0 1.3 -0.9 -0.4 1.5 2.2 -0.1 0.3 0.5

出所：国土交通省「建設労働需給調査結果（平成１９年４月調査）」

（注）不足率がプラスの場合は、技能労働者が不足している状況を表し、マイナスの場合は過剰を表す。

（参考）

不足率 ＝ 確保したかったが出来なかった労働者数 － 確保したが過剰となった労働者数

確保している労働者数 ＋ 確保したかったが出来なかった労働者数

×100
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年間総労働時間の推移、年間賃金総支給額の推移年間総労働時間の推移、年間賃金総支給額の推移

○ 建設業における年間総労働時間はほぼ横ばい傾向であるものの、製造業、全産業と比較して長い傾向。
○ 建設業生産労働者の賃金は低下傾向にあり、平成１８年では製造業より約７０万円低い。

１．年間総労働時間の推移 ２．生産労働者の年間賃金総支給額の推移

出所：毎月勤労統計調査（事業規模３０人以上の調査） （厚生労働省）
（注）グラフ数値は、年平均月間値を１２倍した数値を使用。

出所：賃金構造基本統計調査（１０人以上の常用労働者を雇用する事業所）
（厚生労働省）

（注）年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×１２＋年間賞与
その他特別給与額
きまって支給する現金給与額＝調査基準月に支給された現金給与額
（所得税、社会保険料等を控除する前の額）で、基本給、職務手当、精
皆手当、通勤手当、家族手当、超過勤務手当を含む。

生産労働者の年間賃金総支給額の推移
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○重層下請構造の形成

総合的管理監督機能を担う総合工事業者（元請）と直接

施工機能を担う多くの専門工事業者（下請）からなる

分業関係を基本とするネットワーク型の重層構造

→ 受注した工事の規模・内容に応じて必要な労働力・

機械力を調達できるシステム

○建設産業の生産システムは、屋外における単品・受注生産

～ 各現場ごとでその規模・内容が異なり、１件ごとに受注してはじめて

生産が行われるシステム

→ 工事量が発注者の動向、経済情勢により大きく左右

→ 工事により必要となる職種が異なる

→ 最大の工事量を前提とした労働力・機械力を有することは

企業にとって大きな負担

建設産業における生産の特性について建設産業における生産の特性について

建設工事の施工形態のイメージ
（ビル工事の例）

（ウェルポイント工）

総合工事業者（ゼネコン）

■杭打ち工事
・
・
・

専門工事業（基礎）

A2a A2b

Ａ3a Ａ3b

Ａ社

・
・
・

・
・

・
・

B2a B2b

B3a B3b

B社

・
・

・
・

専門工事業（躯体）

■とび・土工工事
■型枠工事
■鉄筋工事

・
・
・

（とび工）

C2a C2b

C3a C3b

C社

・
・

・
・

■塗装工事
■内装仕上工事
■防水工事

・
・
・

専門工事業（仕上）

（塗装工）

D2a D2b

D3a D3b

D社

・
・

・
・

専門工事業（設備）

■電気設備工事
■空調衛生工事

・
・
・

（配管工）

１次下請

２次下請

３次下請

※本事例は一括発注のケースであり、分離発注
においては専門工事業者が発注者から直接
受注する。
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元請・下請関係の変化について（概念図）元請・下請関係の変化について（概念図）
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一部外注施工Ａ1

外
注
業
者

Ａ2

B2

A3

B3

外
注
業
者

２Ｄ

業者Ａ2

業者Ｂ2

Ｃ2

業者D3

元 請一次下請二次下請三次下請

一部外注

外
注
施
工

外
注
施
工

業者Ｂ3

業者C3

労働者雇用状態 下請管理業務 元請管理業務
(ハーﾄﾞ部分)

昭
和
４
０
年
代

昭
和
５
０
年
代

昭
和
６
０
年
代

最

近

出所：建設総合研究第48巻第1号「90年代以後の建設安全の一考察（佐崎昭二氏）」

○ 元下関係は、直用から専属的下請に分離し、さらに一般的下請全般に拡大した。
○ 時期別に下請は二次・三次への下請へと重層化した。
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一人親方について一人親方について

○ アンケート回答者の周辺で一人親方になる技能労働者の状況は、大きく変化していない。
○ 約３６０現場を対象にした調査では、一人親方の割合は、８．４％。
○ 仕上系職種で一人親方の割合が高く、土木系・躯体系職種は割合が低い。

0.0【0人】

0.0【0人】

0.9【4人】

1.2【12人】

2.2【8人】

2.6【4人】

3.5【19人】

8.9【12人】

9.0【37人】

9.8【33人】

12.2【159人】

12.9【22人】

14.1【53人】

30.6【30人】

16.7【17人】

36.1【155人】

8.4【637人】

0 10 20 30 40

全体(n=7,618)

内装仕上げ工(n=429)

タイル・ブロック工(n=98)

建具工(n=102)

電気工(n=377)

塗装工(n=170)

大工・型枠工(n=1,305)

左官工(n=337)

配管工(n=410)

防水工(n=135)

鉄筋工(n=545)

解体工(n=153)

建設機械オペレータ(n=362)

土工(n=1,042)

とび工(n=466)

トンネル工(n=207)

舗装工(n=110)

[％]

注）回答者が50人以上の職種を対象とした

2.2

10.8

10.6

31.3

31.2 4.2 5.2

48.8

46.7

2.0 3.1 3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

(n=7,652)

前回調査

(n=8,255)

かなり増えている 少し増えている ほとんど変わらない

少し減っている かなり減っている よくわからない

○一人親方になる技能労働者の状況

（参考：職種別の一人親方の比率）

出所：建設技能労働者の就労状況等に
関する調査報告書

（国土交通省）

（注）本調査は、（社）全国建設業協会
及び建設労務安全研究会に調査
実施協力を依頼し、それぞれの会
員企業である総合工事業者を対象
に、調査時点で稼働中の建設現場
において、調査日当日に作業に従
事している技能労働者に対してア
ンケート調査を実施したもの。

１７年度調査
(n=7,652)

１４年度調査
(n=8,255)

２５



産業別労働生産性の推移（名目）産業別労働生産性の推移（名目）

0

2

4

6

8

10

12

全産業

鉱業

製造業

建設業

卸小売業

サービス

繊維

全産業 4.14 4.40 4.60 4.73 5.03 5.35 5.54 5.81 6.15 6.54 6.97 7.28 7.41 7.43 7.48 7.58 7.73 7.83 7.76 7.70 7.69 7.62 7.62 

鉱業 9.15 8.57 8.42 7.94 7.69 7.73 8.07 8.08 8.76 8.76 11.10 11.24 11.36 10.44 9.71 10.13 10.44 10.00 9.17 8.40 8.71 9.49 9.03 

製造業 5.18 5.47 5.75 5.89 6.30 6.62 6.73 7.00 7.34 7.69 7.88 8.17 8.07 7.92 7.89 8.34 8.60 8.78 8.69 8.74 8.98 8.66 8.83 

建設業 3.80 4.21 4.29 4.06 4.34 4.62 4.91 5.54 5.96 6.45 7.00 7.03 6.88 6.73 6.39 5.86 5.84 5.78 5.75 5.61 5.56 5.50 5.31 

卸小売業 3.54 3.64 3.76 3.81 3.83 3.91 4.02 4.25 4.54 4.84 5.28 5.89 6.12 6.08 6.26 6.44 6.52 6.71 6.41 6.05 5.83 5.78 5.84 

サービス 2.70 2.93 3.09 3.17 3.36 3.75 3.87 3.83 3.93 4.17 4.91 5.07 5.28 5.33 5.24 5.23 5.40 5.41 5.50 5.54 5.50 5.32 5.20 

繊維 2.57 2.74 2.79 2.75 2.95 3.12 3.24 3.54 3.87 3.52 2.87 3.00 3.14 3.38 3.22 3.08 3.12 3.23 3.06 2.86 3.08 3.02 3.04 

1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

（年）

（百万円/人）

建設投資の急激な減少等を背景に、建設業の労働生産性は１９９０年代初頭をピークとして低下を続けており、２００２年時点
では産業全体の労働生産性の約７０％の水準となっている。

（百万円/人）

２６出所：（財）社会経済生産性本部「生産性の産業別比較」（2005年版）



建設業の生産性についての考え方建設業の生産性についての考え方

○建設業の労働生産性が製造業等他産業に比べ低迷しているのは、主として、建設投資の急速な減少という

マクロ的要因によるものであるが、ミクロレベルで見ても、現場や企業においても生産性向上の阻害要因が存
在しているものと考えられる。

＜生産現場・企業＞

屋外・単品・受注生産であ
り、生産システムに大きな変
革をもたらすような現場の生
産性の向上が十分に図られ
ていないと考えられる。

過去の景気対策によって業
者数が増加したこと等により、
建設投資が減少している中で、
間接部門の就業者の比重が
高まっていると考えられる。

重層下請が過度に進行
し、結果として諸経費が
増大する等、生産システ
ムが非効率になっている
と考えられる。

＜建設投資＞

現場の生産性 間接部門の比重

国土交通省：建設工事施工統計調査より作成

厚生労働省：労働経済動向調査

重層下請構造の進行

労働力原単位の推移
（建築部門、使途・構造総合）
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(人日/10㎡)

総務省：労働力調査より作成
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下請比率 (②/①) 25.5% 39.7% 52.1% 67.6% 62.4%
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建設投資が大幅な減少
に転換したにもかかわら
ず、景気対策において雇
用の受け皿としての役割
を担ってきたことから、未
だ投資の減少に比較し、
相対的に多数の雇用を
抱えていると考えられる。

職業別建設業就業者数の推移
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その他

販売従事者

管理的職業、
事務従事者

専門的・技術
的職業従事者

建設作業者等

(万人)

(年)

平９ １８ 減少率
販売従事者・管理的職業、
事務従事者

164 139 ▲15.2%

専門的・技術的職業従事者 41 32 ▲22.0%
建設作業者等 455 375 ▲17.6%

建設業の職種別過不足状況判断(平成19年２月)

職種 不足（％） 過剰（％）
ＤＩ

（不足-過剰）
管理 10 11 ▲ 1
事務 10 10 0
販売 27 7 20
サービス 9 0 9
運輸・通信 6 3 3
専門・技術 52 7 45
技能工 44 8 36
単純工 24 8 16

専門・技術・技能工
は不足

建設投資（兆円）
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